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電気自動車の生命線である充電スタンドが増えていない？

⚫ 公共用の充電設備は全国で約3万基、政府が掲げる2030年までに15万基に対して1/5程度しか設置出来ていません

⚫ 充電スタンドの稼働率が上がらない中、維持費用がかさむため撤去させるケースがあり設置台数があまり増えていないという現状です

⚫ 充電スタンドにおける充電スピードも問題で、やっと見つけた充電スタンドが使用中だと、30分程度の待ち時間が生じてしまいます

⚫ タイムリーに充電出来ないと、電気自動車の電池残量が気になり、結果電気自動車の購入を躊躇してしまう事態になってしまいます

■ 日本における充電器設置基数とEV・PHEVの普及台数の推移

出典：充電インフラ整備促進に向けた検討会

■ 高速道路における充電器の稼働率イメージ

都市部で大幅な設置台数増加が見込めないなら、どうしたら良いか？

出典：充電インフラ整備促進に向けた検討会
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充電場所が増えない→バッテリ容量と充電速度を上げれば良いのでは？

⚫ バッテリの充電容量を現状の3倍程度まで上げれば、1回の充電で１，０００ｋｍ以上の走行が可能となりますが、

今までのバッテリですと3倍の容積と重さになってしまうので、現実的ではありません

⚫ そこで各社開発に力を入れているのが小型・高性能な全個体電池です、2027年～2028年に実用化する見込みです

⚫ また、充電時間の短縮を図る為に、超高速充電（CHAdeMO３．０）規格９００ｋWの充電器が開発されれば、

1回の充電時間を10分以内にすることが可能となります

■ 液系リチウムイオンバッテリと

全個体リチウムイオンバッテリの違い

出典：蓄電池産業戦略検討官民協議会

■ CHAdeMO規格別による充電出力

出典：充電インフラ整備促進に向けた検討会

これでも、安心して電気自動車をお勧めしますとは言えません
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ケーブルを繋いで充電するという概念が無くなる近未来！

⚫ 都市部では設置スペース確保の問題により、充電スポットが計画通りには増えない可能性があります

また充電スポットを発見しても、充電する為だけに有料駐車場へ停めなければならない場合もあります

⚫ 理想は、勝手に充電して無限に走れる電気自動車があれば良いですよね？

実は夢物語ではなく、実証実験も始まっているのです！まずは駐車場に停めておくだけで、ワイヤレスで充電できるシステムが、

近年中に普及していくと思われます。そして近未来には走行しながら充電できるシステムが実用化されそうです

⚫ 全個体電池による大容量バッテリ、停車中・走行中にワイヤレスで充電できるシステムが20３０年前半までに普及すれば、

政府が掲げる2035年までに国内乗用車新車販売の電動化率100%も現実的な話となると思います

そしてそのころにはハンドルが無い完全自動運転の電気自動車が、街中に溢れているかもしれません

自動車運転免許を持っていることがステータスとなる時代がくるのかもしれませんね

■ ワイヤレス充電システム

出典：PR TIMES

■ 走行中の電気自動車に連続的に無線給電を行う道路の実用化システムの開発

出典：国土交通省
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脱炭素経営とは、再生可能エネルギーを創る「創エネ」、使う電気を減

らす「省エネ」、創った電気を貯める「蓄エネ」を うまく活用し、会社・事業

で排出する温室効果ガス「0」を目標にする経営のこと。

中小企業の私たちにも、できる取り組みが沢山あることを伝えたい。

このような想いで、 90年以上「電気」に向き合ってきた電巧社ならでは

のアイデアが詰まった創エネ、省エネ、蓄エネのソリューションをお伝えで

きる情報を、当サイトで発信しております。

DEレポートに関するお問い合わせ先はこちらへ
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